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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第84期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第85期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第84期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高（千円） 8,423,35613,312,15523,497,001

経常利益（千円） 1,394,1102,914,9782,724,712

四半期（当期）純利益（千円） 693,2571,688,4991,405,607

純資産額（千円） 11,651,15514,133,91112,722,184

総資産額（千円） 21,580,43726,005,37923,214,251

１株当たり純資産額（円） 445.26 540.27 486.28

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 26.49 64.54 53.72

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 53.99 54.35 54.80

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,311,005443,9502,436,228

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△79,951△121,367△232,315

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△326,614△471,976△436,320

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 3,458,2904,172,0474,321,441

従業員数（人） 248 251 251

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 251 [97]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第1四半期連結会計期間の平均人員を[　]外数で記載しておりま

す。

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 120 [53]

　（注)   従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第1四半期会計期間の平均人員を[　]外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの売上高は防災という事業の性格から、第２、第３四半期連結会計期間に比べ、第１、第４四半期連結会

計期間の売上高が増加する傾向にあり、それに伴い生産、受注及び販売実績にも季節的変動があります。 

　

(1)生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

繊維（千円） 458,402 77.8

防災（千円） 1,618,996 156.9

その他（千円） 59,222 131.1

合計（千円） 2,136,621 128.2

　（注）１．生産金額は製造原価にて記載しております。

２．金額には外注による生産実績を含んでおります。

３．金額には消費税等は含まれておりません。

(2)受注実績

　当第１四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

繊維 106,156 7.5 1,002,787 71.4

防災 1,324,999 950.4 1,463,504 918.7

その他 59,577 139.0 4,137 66.9

合計 1,490,733 93.7 2,470,429 157.4

　（注）１．金額は販売価格にて記載しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

(3)製品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

繊維（千円） 1,721,220 232.6

防災（千円） 4,055,655 109.7

その他（千円） 14,818 758.1

合計（千円） 5,791,693 130.5

　（注）１．金額は仕入価格にて記載しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。
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(4)販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

繊維（千円） 2,879,007 226.1

防災（千円） 10,178,211 147.1

不動産賃貸（千円） 115,817 99.7

その他（千円） 139,118 123.6

合計（千円） 13,312,155 158.0

　（注）１．金額は販売価格にて記載しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

３．主な相手先別の販売実績および当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第1四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第1四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

官公庁 3,128,57237.1 7,254,96754.5

合計 3,128,57237.1 7,254,96754.5

　

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　
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３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断したも

のであります。

 

　

（１） 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気に持ち直しの兆しは見えるものの、雇用情勢の改善が見られな

いことから個人消費が低迷するなど、引き続き不透明な状況が続いています。

このような経営環境下、平成20年度よりスタートした中期経営計画「帝国繊維（テイセン)２０１０」の最終年度を迎

えた当社グループは、

「総合的で専門性の高い防災・危機管理事業」

「リネン（麻）の総合事業」

という二つの事業を更に価値ある事業に磨き上げるべく、グループ一丸となって取り組んでまいりました。

　

　当第１四半期における事業別の概況は以下のとおりであります。

　 

　＜防災事業＞ 

防災事業では、官公庁・地方自治体の年度末を控え、昨年度受注した補正予算関係の消防用ホース、ＮＢＣ関連資機材、

救助工作車などの防災特殊車輌、などが大きく売上を伸ばしました。

その結果、防災事業の売上高は101億７千８百万円（前年同期比47.１％増）、営業利益は27億２千８百万円（同90.3％

増）となりました。

　

＜繊維事業＞

繊維事業では、リネンを中心とした原糸・生地販売などで未だ厳しい市場環境が続いていますが、官公庁向け繊維資材

などの売上が伸びたことから、売上高は28億７千９百万円（前年同期比126.1％増）、営業利益は２億８千７百万円（同

286.8％増）となりました。

なお、高機能繊維を中心とした産業資材分野ではやや回復の兆しも見られるようになりました。

　

＜不動産賃貸事業・その他＞

不動産賃貸事業・その他では、その他事業に含まれる運搬機械製造の受注がやや持ち直したことから、売上高は２億５

千４百万円（前年同期比11.4％増）、営業利益は９千３百万円（同13.7％増）となりました。

　

その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は133億１千２百万円（前年同期比58.0％増）、営業利益は28億８千３百

万円(同111.4％増)、経常利益は29億１千４百万円(同109.1％増)、四半期純利益は16億８千８百万円（同143.6％増）と、

いずれも前年同期比大幅な増収増益となりました。

 

なお、当社グループの売上高は防災事業の性格から、第2、第3四半期連結会計期間に比べ、第1、第4四半期連結会計期間の

売上高が増加する傾向にあり、それに伴い業績にも季節変動があります。

　

（２）財政状態に関する分析

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末に比べて総資産が27億９千１百万円増加し、260億５百万

円となりました。この主な増加要因としては、好調な売上増を反映した受取手形や売掛金の増加のほか、上場株式の含み益

の増加などが挙げられます。

　負債は、支払債務の増加や未払法人税等の増加により、前連結会計年度末に比べて13億７千９百万円増加し、118億７千１

百万円となりました。

　純資産につきましては、利益剰余金の増加に加え、上場株式の含み益の増加などがあり、前連結会計年度末に比べて14億

１千１百万円増加し、141億３千３百万円となりました。
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（３）キャッシュ・フローの分析

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ１億４千９百万円減少し、41億７

千２百万円となりました。

  

　＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

　営業活動による資金は、増収増益の結果、税金等調整前四半期純利益を29億７百万円計上し、一方で増販に伴う売上債権

の大幅な増加や法人税等の支払額の増加等により、前年同期に比べ８億６千７百万円減少し、４億４千３百万円に止まり

ました。

　

　＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

　投資活動による資金の支出は、鹿沼工場の機械設備投資等があり、前年同期に比べ４千１百万円増加し、１億２千１百万

円となりました。

 

　＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

　財務活動による資金の支出は、配当金の支払等があり、前年同期に比べ１億４千５百万円増加し、４億７千１百万円とな

りました。

  

（４）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに

生じた課題はありません。

 

（５）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は23百万円であります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況 

 当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

 当第1四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 97,600,000

計 97,600,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日
現在発行数（株）
（平成22年５月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 27,089,400 27,089,400

 

東京証券取引所市場第一部

 

(注)

計 27,089,400 27,089,400 － －

（注）権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は1,000株であります。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

  

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数㈱

発行済株式
総数残高㈱

資本金増減額
(千円)

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成22年１月１日～

平成22年３月31日 
－ 27,089,400－  1,373,364－  745,944

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第1四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  
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（６）【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認出来ないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　    927,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 25,941,000 25,941 －

単元未満株式 普通株式 　   221,400 － －

発行済株式総数 27,089,400 － －

総株主の議決権 － 25,941 －

  

  

②【自己株式等】

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

帝国繊維株式会社
東京都中央区日本橋

２－５－13
927,000 － 927,000 3.42

計 － 927,000 － 927,000 3.42

 

  

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 465 459 478

最低（円） 440 411 444

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

　

EDINET提出書類

帝国繊維株式会社(E00559)

四半期報告書

10/23



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日か

ら平成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,672,123 3,821,531

受取手形及び売掛金 11,867,282 7,187,902

有価証券 499,924 499,909

商品及び製品 1,844,197 3,609,716

仕掛品 603,492 1,040,708

原材料及び貯蔵品 225,387 283,390

繰延税金資産 137,204 96,744

その他 142,058 122,616

貸倒引当金 △48,419 △45,154

流動資産合計 18,943,251 16,617,365

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 2,071,582

※1
 2,081,652

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 401,303

※1
 379,869

工具、器具及び備品（純額） ※1
 73,636

※1
 62,458

土地 261,480 263,315

建設仮勘定 27,983 15,577

有形固定資産合計 2,835,986 2,802,872

無形固定資産

借地権 39,904 39,904

その他 117,893 94,380

無形固定資産合計 157,798 134,285

投資その他の資産

投資有価証券 3,800,243 3,379,847

長期貸付金 7,524 8,031

繰延税金資産 117,336 132,690

その他 153,051 149,284

貸倒引当金 △9,811 △10,125

投資その他の資産合計 4,068,343 3,659,728

固定資産合計 7,062,128 6,596,886

資産合計 26,005,379 23,214,251
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,494,466 6,248,652

短期借入金 77,200 77,200

役員賞与引当金 12,750 51,000

賞与引当金 116,247 －

未払法人税等 1,230,225 710,154

その他 835,484 458,601

流動負債合計 8,766,374 7,545,608

固定負債

長期借入金 59,300 78,600

長期預り保証金 1,264,928 1,279,874

繰延税金負債 1,417,731 1,233,719

退職給付引当金 82,934 80,789

役員退職慰労引当金 280,200 273,475

固定負債合計 3,105,094 2,946,458

負債合計 11,871,468 10,492,067

純資産の部

株主資本

資本金 1,373,364 1,373,364

資本剰余金 747,558 747,558

利益剰余金 10,618,394 9,453,137

自己株式 △364,730 △364,213

株主資本合計 12,374,586 11,209,845

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,763,217 1,511,366

繰延ヘッジ損益 △3,892 972

評価・換算差額等合計 1,759,324 1,512,338

純資産合計 14,133,911 12,722,184

負債純資産合計 26,005,379 23,214,251
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 8,423,356 13,312,155

売上原価 6,260,634 9,657,574

売上総利益 2,162,721 3,654,580

販売費及び一般管理費 ※1
 799,103

※1
 771,279

営業利益 1,363,618 2,883,301

営業外収益

受取利息 4,167 1,878

受取配当金 25,782 31,422

その他 11,424 5,725

営業外収益合計 41,375 39,025

営業外費用

支払利息 2,947 1,983

手形売却損 130 5

持分法による投資損失 4,313 4,299

その他 3,490 1,060

営業外費用合計 10,883 7,349

経常利益 1,394,110 2,914,978

特別利益

固定資産売却益 － 95

特別利益合計 － 95

特別損失

固定資産処分損 － 7,159

たな卸資産評価損 40,445 －

特別損失合計 40,445 7,159

税金等調整前四半期純利益 1,353,665 2,907,913

法人税、住民税及び事業税 599,153 1,229,955

法人税等調整額 61,254 △10,541

法人税等合計 660,408 1,219,414

四半期純利益 693,257 1,688,499
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,353,665 2,907,913

減価償却費 73,440 79,660

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,955 2,950

受取利息及び受取配当金 △29,950 △33,300

支払利息 2,947 1,983

持分法による投資損益（△は益） 4,313 4,299

賞与引当金の増減額（△は減少） 106,341 116,247

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30,000 △38,250

退職給付引当金の増減額（△は減少） 21,866 2,145

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 550 6,725

固定資産処分損益（△は益） － 7,064

売上債権の増減額（△は増加） △1,898,384 △4,647,273

たな卸資産の増減額（△は増加） 294,004 2,260,739

仕入債務の増減額（△は減少） 1,400,293 239,773

預り保証金の増減額（△は減少） △14,728 △14,946

その他の流動資産の増減額（△は増加） 118,024 △23,301

その他の流動負債の増減額（△は減少） 86,650 242,445

その他 △2,335 △1,760

小計 1,502,655 1,113,115

利息及び配当金の受取額 29,950 32,970

利息の支払額 △2,929 △1,935

法人税等の支払額 △218,670 △700,199

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,311,005 443,950

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △76,181 △88,399

有形固定資産の売却による収入 － 7,046

有形固定資産の除却による支出 － △1,303

無形固定資産の取得による支出 △4,696 △34,860

投資有価証券の取得による支出 △60 △57

貸付金の回収による収入 987 507

その他 － △4,300

投資活動によるキャッシュ・フロー △79,951 △121,367

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 540,000 540,000

短期借入金の返済による支出 △540,000 △540,000

長期借入金の返済による支出 △8,300 △19,300

自己株式の取得による支出 △913 △516

配当金の支払額 △317,400 △452,159

財務活動によるキャッシュ・フロー △326,614 △471,976

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 904,440 △149,393

現金及び現金同等物の期首残高 2,553,849 4,321,441

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,458,290

※
 4,172,047
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。　　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　当社及び連結子会社は、当第1四半期連結会計期間末における棚卸高の算出

に関して、実地棚卸を省略し前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎とし

て合理的な方法により算出しております。 

 

２．固定資産の減価償却費の算定方法 当社及び連結子会社は、定率法を採用している資産に関しては、連結会計年度

に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 　　 該当事項はありません。 

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額

    4,515,685千円    4,510,399千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうちの主要な費目は下記

のとおりであります。　　 　

※１．販売費及び一般管理費のうちの主要な費目は下記

のとおりであります。　　 　

役員報酬及び給料手当 313,292千円

賞与 73,711千円

役員賞与引当金繰入 10,000千円

運送費及び保管費 54,226千円

減価償却費 15,649千円

旅費交通費 42,809千円

退職給付費用 19,699千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,350千円

賃借料 31,628千円

役員報酬及び給料手当 320,289千円

賞与 80,027千円

役員賞与引当金繰入 12,750千円

運送費及び保管費 50,625千円

減価償却費 15,410千円

旅費交通費 44,096千円

退職給付費用 8,148千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,725千円

賃借料 31,809千円

貸倒引当金繰入額 3,465千円

──────  ２． 当社グループの売上高は防災という事業の性格か

ら、第２、第３四半期連結会計期間に比べ、第１、第

４四半期連結会計期間の売上高が増加する傾向に

あり、それに伴い業績にも季節的変動があります。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 2,958,541

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する有価証券 
499,748

現金及び現金同等物 3,458,290

 

 （千円）

現金及び預金勘定 3,672,123

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する有価証券 
499,924

現金及び現金同等物 4,172,047

 

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　

平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　　 　27,089千株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

  普通株式　　　　　928千株

  

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項

 　 配当金支払額

 
　　（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月25日

定時株主総会
普通株式 523,242 20平成21年12月31日平成22年３月26日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
繊維
（千円）

防災
（千円）

不動産賃貸
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 1,273,1386,921,465116,214112,5378,423,356 － 8,423,356

(2）
セグメント間の内部売上高又は

振替高
13,195 2,579 6,030 111 21,915(21,915) －

　計 1,286,3336,924,045122,244112,6488,445,272(21,915) 8,423,356

営業利益 74,3701,433,56182,220 360 1,590,513(226,895) 1,363,618

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

 
繊維
（千円）

防災
（千円）

不動産賃貸
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 2,879,00710,178,211115,817139,11813,312,155 － 13,312,155

(2）
セグメント間の内部売上高又は

振替高
22,701 6,481 6,030 85 35,298(35,298) －

　計 2,901,70910,184,693121,847139,20313,347,453(35,298) 13,312,155

営業利益 287,6862,728,76280,426 13,4533,110,329(227,027) 2,883,301

　（注）１．事業区分はその類似性により下記の区分としております。

繊維……………純麻、麻混紡、化合繊等

防災……………消防ホース、救助工作車、救助器具等

不動産賃貸……ビル、ショッピングセンター等賃貸事業

その他…………運搬機械製造、遊技場経営等

 

　　　　２．会計処理の方法の変更

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）　

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）を適用しております。なお、この変更に伴うセグメント情報へ与える影響は軽微であります。 

　　　　３．追加情報

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）　

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

当社及び連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度税制改正を契機として、資産の利

用状況を見直した結果、機械装置について、当第１四半期連結会計期間から、耐用年数を主として10年から

７年に短縮しております。なお、この変更に伴うセグメント情報へ与える影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

　当第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

  

 

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

　当第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

  

 

（有価証券関係）

  前連結会計年度末に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。 

  

（デリバティブ取引関係）

  該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 540.27円 １株当たり純資産額 486.28円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 26.49円

なお、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。

  

１株当たり四半期純利益金額 64.54円

なお、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。

  

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 693,257 1,688,499

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 693,257 1,688,499

期中平均株式数（株） 26,168,525 26,161,542

（重要な後発事象）

        該当事項はありません。 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度

末に比べて著しい変動はありません。 

  

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月15日

帝国繊維株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　慎二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飯畑　史朗　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている帝国繊維株式会社の

平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年

３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、帝国繊維株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月14日

帝国繊維株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 布施木　孝叔　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飯畑　史朗　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている帝国繊維株式会社の

平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年

３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、帝国繊維株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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